
国・道への主な要望事項    

 

          

平成２３年３月９日 

        

自由民主党・道民会議議員会長 見延 順章 

同 社会福祉振興議員連盟会長 清水 誠一 

 

 

～「介護保険制度に関するアンケート調査」の意見・要望をもとに～ 

 

１ 介護職員の給与改善を図るため介護報酬、各種助成金等を改善されたい。  

２ 介護報酬引き上げに伴い利用者負担の増額とならないよう配慮されたい。 

３ 処遇改善助成金の継続と事務の簡略化を図られたい。 

４ 施設整備費（新築、増築、改築）の補助枠の拡大を図られたい。 

５ 介護サービス公表制度の見直し（費用、回数、内容等）を検討されたい。 

６ 給付を抑制せず、利用者が必要な介護を安心して受けられるよう配慮され

たい。 

７ 訪問介護におけるヘルパーの移動時間・費用等、地域間格差に対する介護

報酬への反映あるいは地域独自の助成を検討されたい。 

８ 訪問介護について、外出目的での利用ができるよう配慮されたい。 

９ 訪問看護ステーションの看護職確保対策を図られたい。 

10 介護予防の報酬は、日額とされたい。 

11 通所介護等における送迎費用に対する地域事情に配慮されたい。 

12 通所リハビリテーションのない地域も多いことから、充実を図られたい。 

13 ショートステイが不足しており、緊急に施設整備を図られたい。 

14 設備や職員体制が整っている場合、グループホーム等における予備室活用

やデイサービスでのショートステイ対応ができるよう配慮されたい。 

15 医療ニーズの高い利用者の受け入れ先不足解消を図られたい。 

16 グループホームにおける宿直２人体制への加算に配慮されたい。 

17 グループホーム等での福祉用具の貸与が可能となるよう配慮されたい。 

18 特養ホームは利用者が多床室、個室等を選択できるよう配慮されたい。 

19 特別養護老人ホーム等の待機者解消対策を早急に実施されたい。 

20 医療度の高い利用者向け介護療養病床の存続を図られたい。 

21 老健施設入所者の医療機関受診に係る施設負担の改善を図られたい。 

22  居宅介護支援事業所単体で経営できるだけの報酬改善を図られたい。 

  


